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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第24期
第３四半期
累計期間

第25期
第３四半期
連結累計期間

第24期
第３四半期
会計期間

第25期
第３四半期
連結会計期間

第24期

会計期間

自 平成22年
１月１日

至 平成22年
９月30日

自 平成23年
１月１日

至 平成23年
９月30日

自 平成22年
７月１日

至 平成22年
９月30日

自 平成23年
７月１日

至 平成23年
９月30日

自 平成22年
１月１日

至 平成22年
12月31日

売上高 (百万円) 3,176 3,730 1,071 1,321 4,275

経常利益 (百万円) 390 672 118 264 530

四半期(当期)純利益 (百万円) 372 530 115 214 459

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) － － 619 － 619

発行済株式総数 (株) － － 688,200 － 688,200

純資産額 (百万円) － － 1,644 2,199 1,732

総資産額 (百万円) － － 2,204 2,849 2,310

１株当たり純資産額 (円) － － 2,516.373,356.342,646.48

１株当たり四半期(当期)純利
益金額

(円) 571.02 809.44 177.53 327.42 703.96

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 568.90 805.99 176.77 325.53 701.42

１株当たり配当額 (円) － － － － 100.00

自己資本比率 (％) － － 74.6 77.2 75.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 554 524 － － 762

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 16 △ 4 － － △ 46

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 103 △ 20 － － 54

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) － － 1,303 1,898 1,400

従業員数 (人) － － 354 375 367

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２. 第25期第３四半期連結累計(会計)期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、上記期間のうち

第24期第３四半期累計(会計)期間及び第24期事業年度は提出会社個別の経営指標等を、第25期第３四半期連

結累計(会計)期間は連結経営指標等を記載しております。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在していないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

　

非連結子会社であった株式会社 JAC Internationalは、当第３四半期連結会計期間に営業を開始し、重要

性が増したため連結の範囲に含めております。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

（連結子会社）
株式会社 JAC International

東京都
千代田区

60
人材紹介事業

（有料職業紹介事業）
100

役員の兼任：無
従業員の出向：有
オフィス転貸：有

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 375 (47)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員及び業務委託の従業員を

含みます。）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 362 (46)

(注) １．従業員数は就業人員であり、子会社への出向者を含んでおりません。

２. 臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員の従業員を含みます。）は、当第３四半期会計期間

の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社は、人材紹介事業及び人材派遣事業を行っているため、該当事項はありません。

　
(2) 受注実績

当社は、人材紹介事業及び人材派遣事業を行っているため、該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間（自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日）における販売実績をセ

グメントごとに示すと、次のとおりであります。

なお、当第３四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比

較は行っておりません。

　 　 (単位：百万円）

セグメントの名称 売上高 前年同期比（％）

東京本社 762 －

横浜支店 94 －

名古屋支店 71 －

大阪支店 264 －

京都支店 43 －

神戸支店 64 －

JAC International 21 －

合計 1,321 －

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　

なお、事業別・業界部門別に示すと、以下のとおりであります。

　 　 (単位：百万円）

事業別・業界部門別
平成23年12月期

第３四半期連結会計期間
前年同期比（％）

１．人材紹介事業 　 　

    電気・機械・化学業界 411 －

    消費財・サービス業界 363 －

    メディカル・医療業界 255 －

    ＩＴ・通信業界 145 －

    金融業界 134 －

    その他 9 －

  人材紹介事業          計 1,319 －

２．人材派遣事業 　 　

  人材派遣事業          計 2 －

合  計 1,321 －

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

本項における将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において判断したものであります。

また、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比は記載し

ておりません。

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間(平成23年７月１日～平成23年９月30日)におけるわが国経済は、生産と輸

出の持ち直しが進む一方で、ギリシャを筆頭とする欧州の債務危機を背景とした動揺はいまだ収まらず、

今後の景気回復についてはまだ慎重な見方が一般的であります。

  こうした中、人材紹介業界に関しましては、海外進出に意欲的な企業の増加や製造業の回復等により一

旦はマーケットに回復傾向が見られましたが、その後、金融業界の一部でリストラや再編が表面化し採用

抑制が起きると、それが各業界に波及する兆しも出ており、状況は再び不安定さを増しつつあります。

  同期間における当社の人材紹介事業は、昨年度から取り組んでいる事業体制変更の効果と今年度前半

のマーケット回復により、順調な成約状況を維持しております。

  昨年度に引き続き今年度も、以下の４つを経営の基本方針として昨年度を上回るための施策と組織構

造の再編成に取り組んだ結果、全ての項目で改善が進んでおります。

  ① Productivity 「生産性の向上」

  ② Profitability 「利益の絶対額と利益率の向上」

  ③ Professional 「コンサルタント育成」

  ④ International「海外事業、外資系企業、国際人材の各分野強化」

  また、この「P P P & I(トリプルピー　アンド　アイ)」に加え、今年度からは、求人案件の年収ゾーンに

応じて組織を「高価格ゾーン」「中価格ゾーン」「低価格ゾーン」の３形態に再編し、選択と集中を明

確にしてまいりました。特に、高価格帯と中価格帯の成約比率を高めることにターゲットを絞り、その成

果も徐々に出始めています。

  また、当社の特長であるインターナショナル領域に関しましては、外資系企業の高額案件に特化した子

会社「株式会社JAC International」を設立し、この８月から営業活動を開始いたしました。

  人材派遣事業はかねてからの計画どおり、一般派遣は６月末に、紹介予定派遣に関しましても８月末に

終了し、９月26日、東京労働局に「一般労働者派遣事業廃止届出書」を提出いたしました。

  経費につきましては、計画的増員や増収につながる部門の強化等以外は従来どおり必要最小限の水準

を維持しております。

  この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は1,321百万円となりました。セグメント別売上

高は、東京本社が762百万円、次いで大阪支店が264百万円、横浜支店が94百万円と続いております。事業別

売上高は、人材紹介事業が1,319百万円、人材派遣事業が2百万円となっております。

  利益面では、営業利益は263百万円、経常利益は264百万円、四半期純利益は214百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、1,898百万円となりました。当第

３四半期連結会計期間に係る各活動におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　 

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、298百万円の収入となりま

した。主な要因といたしましては、税金等調整前四半期純利益の259百万円、法人税等の支払額25百万円に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、6百万円の支出となりまし

た。主な要因といたしましては、有形固定資産取得による支出4百万円、無形固定資産取得による支出2百

万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、6百万円の支出となりまし

た。主な要因といたしましては、短期借入による収入100百万円、短期借入金返済による支出100百万円、長

期借入金返済による支出8百万円によるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はあり

ません。

　
(4）研究開発活動

該当事項はありません。

　
(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見直し

当第３四半期連結会計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はあり

ません。

　
(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①  流動性と資金の源泉

当社の所要資金は大きく分けると、経常運転資金と設備投資資金となっております。これらについ

ては、自己資金による調達を基本としております。

　
②  資産、負債及び純資産

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、2,849百万円となりました。うち流動資産は

2,322百万円となり、その主な内訳は、現金及び預金1,898百万円、売掛金303百万円であります。固定

資産は526百万円となり、その主な内訳は、有形固定資産127百万円、無形固定資産79百万円、投資その

他の資産319百万円であります。

また、当第３四半期連結会計期間末における負債合計は649百万円となりました。うち流動負債は

581百万円となり、その主な内訳は、短期借入金132百万円、未払金121百万円であります。固定負債は

68百万円となり、その主な内訳は長期借入金60百万円であります。

純資産につきましては、当第３四半期連結会計期間末において2,199百万円となり、自己資本比率

は77.2％となりました。 

なお、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前事業年度末残高

との増減状況については記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社ジェイエイシーリクルートメント(E05625)

四半期報告書

 7/45



第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,400,000

計 2,400,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成23年９月30日）

提出日現在
発行数(株)

（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 688,200 688,200
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

（注）１．２．

計 688,200 688,200 － －

(注)  １．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。ま

た、単元株式数は10株であります。

２．提出日現在発行数の欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの、新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

    （平成16年12月９日の臨時株主総会決議により平成16年12月24日発行）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 2,170（注）６．

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,170（注）１．６．

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,000（注）２．

新株予約権の行使期間
自  平成20年１月１日
至  平成26年12月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格      1,000
資本組入額      500

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５．

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

　 　 既発行
株式数

×調整前
行使価額

＋新規発行又は
処分株式数

×１株当たり払込金
額又は処分価額調整後

行使価額
＝

　 既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数
    上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

    さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

②  新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社又は当社の関係会社の役員、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職の場合、退職時に取締役会が特別にその後の行使を認めた場合、並びに相続により新株予約

権を取得した場合はこの限りではない。

③  新株予約権は、その行使期間においても当社普通株式が日本国内の証券取引所あるいは店頭市場において

公開され６ヶ月を経過しなければ行使できない。

４．新株予約権の消却事由及び消却条件

①  当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書又は株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を無償で消

却することができる。

②  上記３．の②に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合、及び新株予

約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で消却することがで

きる。

５．新株予約権の譲渡

新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

６．従業員３名700株分の権利が喪失している。また取締役及び従業員計19名が26,240株、監査役２名が2,000株の

権利行使をしている。
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（平成18年３月29日の第19期定時株主総会決議により平成18年６月２日発行）

　
第３四半期会計期間末現在
（平成23年９月30日）

新株予約権の数（個） 10,000（注）６．

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,000（注）１．６．

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,000（注）２．

新株予約権の行使期間
自  平成20年５月17日
至  平成28年３月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額（円）

発行価格      4,000
資本組入額    2,000

新株予約権の行使の条件 （注）３．

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５．

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

　 　 既発行
株式数

×調整前
行使価額

＋新規発行又は
処分株式数

×１株当たり払込金
額又は処分価額調整後

行使価額
＝

　 既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数
    上記算式において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

    さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

３．新株予約権の行使の条件

①  新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。ただし、相続に

より新株予約権を取得した場合はこの限りではない。

　
②  新株予約権発行時において当社の取締役、監査役及び従業員であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社又は当社の関係会社の役員、監査役又は従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職の場合、退職時に取締役会が特別にその後の行使を認めた場合、並びに相続により新株予約

権を取得した場合はこの限りではない。

③  新株予約権は、その行使期間においても当社普通株式が日本国内の証券取引所あるいは店頭市場において

公開され６ヶ月を経過しなければ行使できない。

４．新株予約権の消却事由及び消却条件

①  当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書又は株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を無償で消

却することができる。

②  上記３．の②に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使できなくなった場合、及び新株予

約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で消却することがで

きる。

５．新株予約権の譲渡

新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。
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６．従業員21名10,800株分の権利が喪失している。また従業員２名が700株、監査役１名が500株の権利行使をして

いる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年７月１日～
平成23年９月30日

－ 688,200 － 619 － 594

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年６月30日)に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 
  （自己保有株式）
普通株式   33,260

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  654,890 65,489 （注）１．

単元未満株式 普通株式       50 － （注）２．

発行済株式総数 688,200 － －

総株主の議決権 － 65,489 －

(注)  １．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．「単元未満株式」の株式数の欄には、当社所有の自己株式３株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ジェイエイシー
リクルートメント

東京都千代田区神田
神保町一丁目105番地
神保町三井ビルディ
ング14階

33,260 － 33,260 4.83

計 － 33,260 － 33,260 4.83

(注)  当第３四半期会計期間末の自己株式は32,760株、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は4.76％でありま

す。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 3,4507,5105,6004,3305,0404,3655,5005,6005,290

最低(円) 3,0103,3152,4503,2154,0004,1154,3354,6304,470

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

当社は、当第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連

結会計期間及び前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書並びに前第３四半期連結累計期間の四

半期連結キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。そのため、前第３四半期会計期間及び前第３四

半期累計期間の四半期損益計算書並びに前第３四半期累計期間の四半期キャッシュ・フロー計算書を併記

しております。また、前事業年度は連結貸借対照表を作成していないため、前連結会計年度末の要約連結貸

借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載しております。

なお、当該四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年７月１日

から平成22年９月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）

及び当第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】
　　　【当第３四半期連結会計期間末】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,898

売掛金 303

貯蔵品 0

前払費用 117

その他 7

貸倒引当金 △3

流動資産合計 2,322

固定資産

有形固定資産

建物 159

減価償却累計額 △80

建物（純額） 79

車両運搬具 11

減価償却累計額 △10

車両運搬具（純額） 1

工具、器具及び備品 246

減価償却累計額 △209

工具、器具及び備品（純額） 37

リース資産 11

減価償却累計額 △1

リース資産（純額） 9

有形固定資産合計 127

無形固定資産

商標権 0

ソフトウエア 76

その他 2

無形固定資産合計 79

投資その他の資産

投資有価証券 50

出資金 0

敷金及び保証金 259

長期前払費用 10

長期未収入金 9

貸倒引当金 △9

投資その他の資産合計 319

固定資産合計 526

資産合計 2,849
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※
 132

未払金 121

未払費用 63

未払法人税等 66

リース債務 2

未払消費税等 46

前受金 1

預り金 15

賞与引当金 118

解約調整引当金 13

その他 0

流動負債合計 581

固定負債

長期借入金 60

その他 8

固定負債合計 68

負債合計 649

純資産の部

株主資本

資本金 619

資本剰余金 594

利益剰余金 1,072

自己株式 △86

株主資本合計 2,199

純資産合計 2,199

負債純資産合計 2,849

EDINET提出書類

株式会社ジェイエイシーリクルートメント(E05625)

四半期報告書

17/45



　　　【前事業年度末】
(単位：百万円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,450

売掛金 238

貯蔵品 0

前払費用 46

その他 9

貸倒引当金 △2

流動資産合計 1,742

固定資産

有形固定資産

建物 155

減価償却累計額 △71

建物（純額） 84

車両運搬具 11

減価償却累計額 △9

車両運搬具（純額） 1

工具、器具及び備品 243

減価償却累計額 △197

工具、器具及び備品（純額） 46

建設仮勘定 0

有形固定資産合計 132

無形固定資産

商標権 0

ソフトウエア 84

その他 4

無形固定資産合計 89

投資その他の資産

出資金 0

敷金及び保証金 346

長期未収入金 9

貸倒引当金 △9

投資その他の資産合計 346

固定資産合計 568

資産合計 2,310
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(単位：百万円)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※
 150

未払金 130

未払費用 53

未払法人税等 62

未払消費税等 60

前受金 2

預り金 51

賞与引当金 52

解約調整引当金 14

その他 1

流動負債合計 578

負債合計 578

純資産の部

株主資本

資本金 619

資本剰余金 594

利益剰余金 606

自己株式 △88

株主資本合計 1,732

純資産合計 1,732

負債純資産合計 2,310
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　(2)【四半期連結損益計算書】
　　　【当第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年９月30日)

売上高

紹介事業収入 ※
 3,668

派遣事業収入 61

売上高合計 3,730

売上原価

紹介事業原価 73

派遣事業原価 41

売上原価合計 115

売上総利益 3,614

販売費及び一般管理費

役員報酬 110

給料及び手当 1,439

法定福利費 208

退職給付費用 42

賞与引当金繰入額 118

貸倒引当金繰入額 0

地代家賃 291

減価償却費 66

広告宣伝費 247

その他 419

販売費及び一般管理費合計 2,946

営業利益 668

営業外収益

受取利息 0

還付加算金 0

設備賃貸料 3

その他 2

営業外収益合計 6

営業外費用

支払利息 1

その他 0

営業外費用合計 2

経常利益 672

特別損失

固定資産除却損 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 49

損害賠償金 5

その他 0

特別損失合計 56

税金等調整前四半期純利益 616
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(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年９月30日)

法人税、住民税及び事業税 85

法人税等合計 85

少数株主損益調整前四半期純利益 530

四半期純利益 530
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　　　【前第３四半期累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年９月30日)

売上高

紹介事業収入 ※
 2,957

派遣事業収入 219

売上高合計 3,176

売上原価

紹介事業原価 22

派遣事業原価 158

売上原価合計 180

売上総利益 2,995

販売費及び一般管理費

役員報酬 50

給料及び手当 1,275

法定福利費 187

退職給付費用 28

賞与引当金繰入額 123

貸倒引当金繰入額 0

地代家賃 341

減価償却費 57

広告宣伝費 187

その他 357

販売費及び一般管理費合計 2,610

営業利益 384

営業外収益

受取利息 0

還付加算金 1

設備賃貸料 3

その他 1

営業外収益合計 6

営業外費用

支払利息 1

その他 0

営業外費用合計 1

経常利益 390

特別利益

貸倒引当金戻入額 1

損害補償金戻入額 4

特別利益合計 5
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(単位：百万円)

前第３四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年９月30日)

特別損失

固定資産除却損 15

リース解約損 0

特別損失合計 15

税引前四半期純利益 379

法人税、住民税及び事業税 7

法人税等合計 7

四半期純利益 372
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　　　【当第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年７月１日
  至 平成23年９月30日)

売上高

紹介事業収入 ※
 1,319

派遣事業収入 2

売上高合計 1,321

売上原価

紹介事業原価 30

派遣事業原価 0

売上原価合計 30

売上総利益 1,290

販売費及び一般管理費

役員報酬 39

給料及び手当 422

法定福利費 73

退職給付費用 14

賞与引当金繰入額 118

地代家賃 96

減価償却費 22

広告宣伝費 92

その他 147

販売費及び一般管理費合計 1,027

営業利益 263

営業外収益

受取利息 0

設備賃貸料 1

その他 0

営業外収益合計 2

営業外費用

支払利息 0

その他 0

営業外費用合計 0

経常利益 264

特別利益

貸倒引当金戻入額 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 0

損害賠償金 5

その他 0

特別損失合計 5

税金等調整前四半期純利益 259
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年７月１日
  至 平成23年９月30日)

法人税、住民税及び事業税 44

法人税等合計 44

少数株主損益調整前四半期純利益 214

四半期純利益 214
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　　　【前第３四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
  至 平成22年９月30日)

売上高

紹介事業収入 ※
 1,004

派遣事業収入 66

売上高合計 1,071

売上原価

紹介事業原価 10

派遣事業原価 46

売上原価合計 56

売上総利益 1,014

販売費及び一般管理費

役員報酬 16

給料及び手当 409

法定福利費 65

退職給付費用 9

賞与引当金繰入額 88

貸倒引当金繰入額 0

地代家賃 102

減価償却費 18

広告宣伝費 73

その他 112

販売費及び一般管理費合計 897

営業利益 117

営業外収益

受取利息 0

設備賃貸料 0

その他 0

営業外収益合計 1

営業外費用

支払利息 0

その他 0

営業外費用合計 0

経常利益 118

税引前四半期純利益 118

法人税、住民税及び事業税 2

法人税等合計 2

四半期純利益 115
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
　　　【当第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
  至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 616

減価償却費 66

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 49

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 66

解約調整引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △0

支払利息 1

固定資産除却損 1

損害賠償損失 5

売上債権の増減額（△は増加） △64

たな卸資産の増減額（△は増加） △0

未払金の増減額（△は減少） △15

未払費用の増減額（△は減少） 10

未払消費税等の増減額（△は減少） △13

その他 △121

小計 602

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △77

営業活動によるキャッシュ・フロー 524

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 50

有形固定資産の取得による支出 △9

無形固定資産の取得による支出 △14

投資有価証券の取得による支出 △50

その他投資の取得による支出 △0

その他投資の回収による収入 20

投資活動によるキャッシュ・フロー △4

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100

短期借入金の返済による支出 △150

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △8

配当金の支払額 △64

リース債務の返済による支出 △1

自己株式の処分による収入 3

財務活動によるキャッシュ・フロー △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 498

現金及び現金同等物の期首残高 1,400

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,898
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　　　【前第３四半期累計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 379

減価償却費 57

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 98

解約調整引当金の増減額（△は減少） 3

受取利息及び受取配当金 △0

固定資産除却損 15

損害補償金戻入額 △4

支払利息 1

売上債権の増減額（△は増加） △38

未払金の増減額（△は減少） △68

未払費用の増減額（△は減少） 20

未払消費税等の増減額（△は減少） 128

その他 △11

小計 580

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △1

損害補償金の支払額 △14

法人税等の支払額 △9

営業活動によるキャッシュ・フロー 554

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △11

無形固定資産の取得による支出 △3

その他投資の取得による支出 △24

その他投資の回収による収入 55

投資活動によるキャッシュ・フロー 16

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 200

短期借入金の返済による支出 △100

配当金の支払額 △0

自己株式の処分による収入 3

財務活動によるキャッシュ・フロー 103

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 673

現金及び現金同等物の期首残高 629

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,303
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項の

変更

（１）連結の範囲の変更

　当第３四半期連結会計期間より、重要性が増した株式会社JAC International

を連結の範囲に含めております。

　 （２）変更後の連結子会社の数　

　 １社

２．会計処理基準に関する事項

の変更

（１）「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針21号　平成20年３月31日）を適用しております。

  これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は16百万円減

少し、税金等調整前四半期純利益は66百万円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始により、投資その他の資産の「敷金及び保証金」が49百万円減

少しております。

【追加情報】

当社は、当第３四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作

成のための基本となる事項は、以下のとおりです。

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 株式会社JAC International

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度に関

する事項

連結子会社である株式会社JAC Internatinoalの決算日は、12月31日でありま

す。

４．会計処理基準に関する事項

 

　

(1)たな卸資産の評価基準及び

評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法を採用しております。

(2)固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産(リース資産を除く)

  定率法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物                ８年～15年

車両運搬具          ６年

工具、器具及び備品  ３年～20年

　 ②無形固定資産(リース資産を除く)

  定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

　 ③リース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年12月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
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当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

(3)引当金の計上基準 ①貸倒引当金

  売掛金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

　 ②賞与引当金

  従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

　 ③解約調整引当金

  解約による損失に備えるため、既に計上した売上高のうち、個別に解約が

見込まれる分は個別の解約による払戻予想見積額を計上し、その他は解約

の実績率により解約による払戻予想見積額を計上しております。

(4)四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金の

範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

(5)その他四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重

要な事項

①消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

※  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため㈱三井

住友銀行及び㈱三菱東京UFJ銀行と当座貸越契約を

締結しております。

当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額総額 400百万円

借入実行残高 100百万円

差引額 300百万円

当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

連結会計年度末については記載しておりません。

なお、前事業年度末における（貸借対照表関係）注記は、次のとおりであります。

　

(貸借対照表関係)

前事業年度末
(平成22年12月31日)

※  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため㈱三井

住友銀行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであります。

当座貸越極度額総額 100百万円

借入実行残高 100百万円

差引額 -百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

※  紹介事業収入は、解約調整引当金繰入額13百万円及

び解約調整引当金戻入額５百万円の調整後の金額で

あります。

当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

第３四半期連結累計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期累計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。

　

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

※  紹介事業収入は、解約調整引当金繰入額13百万円の

調整後の金額であります。

　
第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

※  紹介事業収入は、解約調整引当金繰入額13百万円及

び解約調整引当金戻入額0百万円の調整後の金額で

あります。

当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

第３四半期連結会計期間については記載しておりません。

　

なお、前第３四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、次のとおりであります。

　

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※  紹介事業収入は、解約調整引当金繰入額13百万円及

び解約調整引当金戻入額6百万円の調整後の金額で

あります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

（百万円）

  現金及び預金勘定 1,898

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金 -

  現金及び現金同等物 1,898

当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

第３四半期連結累計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のとおり

であります。

　

前第３四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

（百万円）

  現金及び預金勘定 1,303

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金  －

  現金及び現金同等物 1,303
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成23年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自  平成23年１月１

日　至  平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式         688,200株

　

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式          32,763株

　

３．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 65 100平成22年12月31日平成23年３月24日

　

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、人材紹介、紹介予定派遣などの人材関連事業を行っており、全国に６拠点のオフィス及び子会社１

社を設置しサービスの提供を行っております。全国の求人案件に柔軟に対応できるよう経営資源の配分を拠

点及び子会社ごとに行っていることから、報告セグメントを拠点及び子会社単位で表示しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年９月30日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
東京本社 横浜支店

名古屋支
店

大阪支店 京都支店 神戸支店
JAC

International

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,166 265 239 761 121 155 21 3,730

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,166 265 239 761 121 155 21 3,730

セグメント利益又は損失
(△)

395 86 26 81 17 55 △44 616

(注)  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と一致しております。
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当第３四半期連結会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)

(単位：百万円)

　

報告セグメント

合計
東京本社 横浜支店

名古屋支
店

大阪支店 京都支店 神戸支店
JAC

International

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 762 94 71 264 43 64 21 1,321

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 762 94 71 264 43 64 21 1,321

セグメント利益又は損失
(△)

167 32 3 47 8 28 △ 29 259

(注)  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益と一致しております。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

当第３四半期連結会計期間より、外資系企業を専門に人材を紹介する子会社「株式会社JAC

International」が営業を開始したことを機に、報告セグメントを従来の「拠点別」から「拠点及び子会社

単位」に変更いたしました。

　株式会社JAC Internationalは日本人バイリンガルと外国人コンサルタントにより外資系企業に特化した

サービスを提供しております。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　
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（金融商品関係）

投資有価証券、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）、長期借入金が、企業の事業の運営に

おいて重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

    （単位：百万円）

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

（1）短期借入金 (132) (132) 0 注１

（2）長期借入金 (60) (59) △0 注１

  *負債に計上されているものについては、（）で示しています。

 （注１）金融商品の時価の算定方法

短期借入金のうち、１年内返済予定の長期借入金を除いたものは、短期間で決済されるため、時価は帳

簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

短期借入金に含まれる１年内返済予定長期借入金と長期借入金の時価については、元利金の合計額を

同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて計算する方法によっています。変動金利に

よる長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理さ

れた元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もれる利率で割り引いて算

定する方法によっています。

なお、デリバティブ取引は、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　
 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

                                            （単位：百万円）

区分 四半期連結貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式 50

上記については、市場価格がなく、かつ、合理的な将来キャッシュ・フローを見積もることが極めて困難

と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 3,356.34円
　

　

当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

連結会計年度末の要約貸借対照表に代えて、前事業年度末の要約貸借対照表を記載しております。

なお、前事業年度末における１株当たり純資産額に係る注記は次のとおりであります。

　

前事業年度末
(平成22年12月31日)

１株当たり純資産額 2,646.48円
　

　
２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 809.44円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

805.99円

　
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年９月30日)

四半期純利益（百万円） 530

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 530

期中平均株式数（株） 654,907

  四半期純利益調整額（百万円） －

  普通株式増加数（株） 2,798

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変更があった
ものの概要

－
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当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

第３四半期連結累計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期累計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額は、次のとおりであります。

　
第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 571.02円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

568.90円

　
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前第３四半期累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益（百万円） 372

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 372

期中平均株式数（株） 652,100

  四半期純利益調整額（百万円） －

  普通株式増加数（株） 2,431

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変更があった
ものの概要

－
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 327.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

325.53円

　
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第３四半期連結会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日)

四半期純利益（百万円） 214

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 214

期中平均株式数（株） 655,062

  四半期純利益調整額（百万円） －

  普通株式増加数（株） 3,802

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変更があった
ものの概要

－
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当連結会計年度の第３四半期連結会計期間から初めて四半期連結財務諸表を作成しているため、前

第３四半期連結会計期間については記載しておりません。

なお、前第３四半期会計期間における１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額は、次のとおりであります。

　
第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 177.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

176.77円

　
　

(注) １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前第３四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期純利益（百万円） 115

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 115

期中平均株式数（株） 652,553

  四半期純利益調整額（百万円） －

  普通株式増加数（株） 2,789

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前事業年度末から重要な変更があった
ものの概要

－
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年11月９日

株式会社ジェイエイシーリクルートメント

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   村山  憲二   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   山崎  一彦   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェイエ

イシーリクルートメントの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第24期事業年度の第３四半期会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイエイシーリクルートメントの平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

　
　

以  上

　
 

(注) １.  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が保管しております。

２.  四半期財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成23年11月８日

株式会社ジェイエイシーリクルートメント

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   山崎  一彦   印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士   石川　純夫   印

　
　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェイエ

イシーリクルートメントの平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイエイシーリクルートメント及び連結子会社の平成23年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

　
　

以  上

　
　

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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